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司法書士業務と遺言の関連性について

➢ 不動産登記、商業登記をはじめとした各種登記申請の手続代理
➙ 遺言書を登記原因証明情報とする登記手続も多数
➙ 民法等の一部を改正する法律（令和３年法律第２４号）により、相続
登記の義務化が法制化されたため、遺言書の重要性は高まると思われる

➢ 地方裁判所や家庭裁判所等へ提出する裁判書類の作成
➙ 遺言の有効性を確認するための訴訟書類、遺言の検認申立書作成など

➢ 成年後見人や遺言執行者等としての財産管理
➙ 遺言の内容に沿った相続手続の執行、内容に疑義がある場合の訴訟など

➢ 遺言書の作成の支援
➙ 意思の実現のためのサポート
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遺言書のデジタル化に係る諸外国の取組状況について

第196回国会 参議院 法務委員会 第21号 平成３０年７月５日

元榮太一郎委員「紙の遺言書を必要としないで電子情報だけで完結するデジタル
遺言ということがあるべき未来の姿ではないかなというふうに思っております」

小野瀬厚政府参考人「アメリカにおきましては、一部の州においてビデオ録音や
電子署名の付されたコンピューターファイルの形式の遺言が認められておりまし
て、また、韓国や中国におきましては、録音による遺言が認められているものと
承知しております。」
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アメリカの一例・・・

アメリカ統一州法委員会（Uniform Law Commission）は、２０１９
年７月、統一電子遺言法（Uniform Electronic Wills Act）を承認

➢ Florida Statutes732.523「Self-proof of electronic will.—An el
ectronic will is self-proved if」
➢ Nevada Revised. Statutes133.085「Electronic will. 1. An ele
ctronic will is a will of a testator that」
その他、アリゾナ州、イリノイ州、インディアナ州などでも電子遺言
の規律が見受けられる

統一電子遺言法の制定状況等（2021年２月20日最終閲覧）

州法による電子遺言
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相続が発生した際、自筆証書遺言が原因で生じる紛争について

➢ 訴訟になる事案の多くは、判断能力を有していたか否かが争点に
なっていると思われる
➙ 東京地裁令和３年７月１６日判決（令和元年（ワ）第３０５１８号） 有効
➙ 東京地裁令和３年４月２２日判決（平成３０年（ワ）第３３１７３号・平成３０年（ワ）第

３４１９６号） 有効
➙ 東京地裁令和３年３月３日判決（令和元年（ワ）第２５５３７号） 無効

など

➢ そのほか、本人の自書によるものであるか否かについても争われ
ることがある
➙ 東京地裁令和３年６月２３日判決（令和元年（ワ）第２００６３号） 有効
➙ 東京地裁令和３年４月２８日判決（令和元年（ワ）第１８６４０号） 有効
➙ 東京地裁令和３年３月４日判決（平成３０年（ワ）第１０４２３号・令和元年（ワ）第２０

８８８号） 無効
など
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紛争類型とデジタル化による対応

無効類型や紛争類型 書面 デジタル化による対応

日付の記載漏れ等
令和４年２月吉日等としている
ことがある

タイムスタンプによる日付の特
定を行うことが考えられる

本人の遺言能力
遺言者の遺言能力の有無が争点
となる

遺言者の遺言能力の有無が争点
となる（システム等により担保
することができるか）

本人の自書によるか否か 筆跡鑑定等による対応

本人の意思を的確に反映してい
るかが争点になり得る（システ
ム等により担保することができ
るか）

改ざん防止
法務局による遺言書の保管制度
を活用

電子署名やタイムスタンプ等
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紛争類型とデジタル化による対応

無効類型や紛争類型 書面 デジタル化による対応

日付の記載漏れ等
令和４年２月吉日等としている
ことがある

タイムスタンプによる日付の特
定を行うことが考えられる

本人の遺言能力
遺言者の遺言能力の有無が争点
となる

遺言者の遺言能力の有無が争点
となる（システム等により担保
することができるか）

本人の自書によるか否か 筆跡鑑定等による対応

本人の意思を的確に反映してい
るかが争点になり得る（システ
ム等により担保することができ
るか）

改ざん防止
法務局による遺言書の保管制度
を活用

電子署名やタイムスタンプ等
遺言能力の有無は書面・デジタルの双方で争点になり得る
本人の意思が的確に反映されているか否かについても同様

証跡の確保や改ざん防止等については、デジタルに優位性があるのではないか 7



デジタル技術を活用した遺言について

① 遺言書保管法に基づき保管された遺言につき、デジタル交付の可能
性

➙ 相続手続のデジタル化への第一歩とならないか（死亡・相続ワンストップサービスにおけ
るツールにならないか）

② 本人性の担保のためのマイナポータル及び公的個人認証の活用
➙ 第１４回投資等ワーキンググループ（令和３年４月１３日開催）にて議論されているマイ

ナポータルの活用に加え、公的個人認証に基づく電子署名を付与することで本人の意思を明確にし、
かつ、改ざん防止を担保する
※ 利用者証明用電子証明書や署名用電子証明書のPINを親族等に知らせていないかといった争い

が考えられる。また、公的個人認証はLTV対応でないことが問題になる可能性がある（遺言の効力
発生（死亡）により、電子証明書は失効するが、当該遺言を用いて相続手続ができるか否か）。

③ 法律家の関与及びシステムの充実化による本人確認や意思確認の担
保の方策

➙ デジタル遺言作成者が電子署名を付与した後、司法書士が電子署名を付し、システム上
で保管する等
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① 遺言書保管法に基づき保管された自筆証書遺言をデジタル交付できないか

遺言書保管官による電子署名 資格者代理人へのデジタル交付

特定財産承継遺言や相
続人に対する遺贈等に
基づき、オンラインに
よる登記申請

その他、様々な相続手続で活用することも可能であると思われる
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利用者証明用電
子証明書で当人
認証

デジタル遺言作成
後、署名用電子証
明書で電子署名を
付与

本人確認 意思確認

本人確認
意思確認

② 本人性の担保のためのマイナポータル及び公的個人認証の活用
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①マイナンバーカード
の電子証明書の読込

②電子証明書の有効性確認

③デジタル遺言をシス
テムにアップロード

公的個人認証
司法書士電子証明書
商業登記電子証明書

本人確認

④システム上で電子署名を付与
⑤司法書士が本人確認及び意思確認を行った
旨の電子署名を付与

意思確認

デジタル遺言の安全な保管

③ 法律家の関与及びシステムの充実化による本人確認や意思確認の担保の方策
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③ 法律家の関与及びシステムの充実化による本人確認や意思確認の担保の方策
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①マイナンバーカード
の電子証明書の読込

②電子証明書の有効性確認

③登記に必要な資料を送信④マイナンバーカードによ
る電子署名

日司連公的個人認証有効性確認システムの紹介

⑤登記申請
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①マイナンバーカード
の電子証明書の読込

②電子証明書の有効性確認

③登記に必要な資料を送信④マイナンバーカードによ
る電子署名

⑤登記申請

マイナンバーカードの電子証明書の有効性確認

犯罪収益移転防止法施行規則６条１項１号ワ
に掲げる本人確認方法

日司連公的個人認証有効性確認システムの紹介
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日司連公的個人認証有効性確認システムの紹介
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日司連公的個人認証有効性確認システムの紹介
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デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和３年１２月２４日閣議決定）２２頁より抜粋



書面を目視 自動検証



書面を目視 自動検証

①真正な印鑑証明書であるか否か（偽造された印鑑証明書ではないか）、②印鑑証明書は真正である
が、偽造された証明書によって本人確認を行ったうえで届け出られた印鑑ではないか（印鑑証明書自
体は偽造されていないが、印鑑証明書が不正な手段で作成されていないか）など



書面を目視 自動検証

ICチップ読み取り時刻 読み取り方法区分 ICチップに記録された氏名 参照データベース



書面を目視 自動検証

ICチップ読み取り時刻 読み取り方法区分 ICチップに記録された氏名 参照データベース

①本人の意思に基づいて電子署名が付与されているか、②不正な手段で取得されたマイナンバーカー
ドではないかなど


